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平成 27 年度 事業報告 

大阪観光局がスタートして３年目となる平成２７年度は、インバウンドのさらなる誘致

とアジア屈指のＭＩＣＥ都市大阪の実現にむけて事業活動を展開した。 

大きな方針としては、平成２６年度の事業を継続しつつ、インバウンドの急激な増加

といった社会変化に適確に対応した事業実施を行った。また、平成 27 年度は組織名

を大阪観光局に変更し、組織体制を一新して、国内外の観光客の誘客を図り事業の

選択と集中による事業展開を行い、大阪の知名度向上につなげた結果、来訪外国人

数が 716 万人に達する好結果を生んだ。また、観光産業における旗振り役として、関

係先と連携しながら外国人受け入れ環境の整備・充実等に取り組み、大阪・関西全体

の観光魅力の底上げを図った。 
 

１． 目標指標と達成度 

「大阪の観光戦略」に掲げられた数値目標は、平成３２年に来阪外国人旅行者数を

６５０万人、中間の平成２８年には４５０万人となっているが、平成 27 年には平成 32

年の目標を超える 716 万人の来阪外国人旅行者の来訪があった。 

 大阪観光局が掲げた事業目標と達成度は次のとおりであり、大阪の観光振興を

担う組織として、積極的な事業展開が功を奏した結果となった。 
 

【27 年 目標と実績】 統計は暦年 

  項      目 単位 27 年目標 27 年実績  達成率 

来阪外国人旅行者数 万人 380 716 188％ 

来阪外国人延べ宿泊者数 万人 620 934 151％ 

来阪日本人延べ宿泊者数 万人 2217 2156 97％ 

国際会議開催件数 ＊ 件 310 262 85％ 

同中大型会議開催件数＊ 件 29 33 114％ 

MICE 外国人参加者数 人 30036 35546 118％ 

来阪外国人旅行者観光収入 億円 2690 5784 215％ 

  ＊平成 27 年実績値：暫定値 

【達成度】 

訪日外国人数は、円安、ＬＣCの新規就航、ビザの緩和などのフォローの風により大幅な

増加を示しており、その中で大阪観光局の平成２７年の目標指標である「来阪外国人旅行

者数」については、日本政府観光局の統計資料等から大阪観光局が推計したところでは、

３８０万人を大幅に超え、平成 32 年度の目標であった 650 万人をも超えて、716 万人となり、

目標を達成できた。 
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【参考：国別インバウンド人数】 

国名 日本全国の実数(*1） 大阪府訪問率 大阪訪問者数（推計） 2014年との差（実数） 前年比

全体計 19,737,409 36.3% 7,164,679 3,422,322 191%

（以下、参考）

韓国 4,002,095 27.0% 1,080,566 372,450 152%
中国 4,993,689 54.4% 2,716,567 1,709,539 269%
台湾 3,677,075 28.7% 1,055,321 376,163 155%
香港 1,524,292 35.3% 538,075 272,320 202%
タイ 796,731 26.0% 207,150 57,882 139%
シンガポール 308,783 29.8% 92,017 35,483 163%
マレーシア 305,447 57.4% 175,327 77,015 178%
インドネシア 205,083 44.0% 90,236 37,535 171%
フィリピン 268,361 37.3% 100,098 45,943 185%
ベトナム 185,395 42.2% 78,236 40,832 209%
インド 103,084 24.2% 24,946 7,441 143%

イギリス 258,488 18.9% 48,854 15,185 145%
フランス 214,228 35.9% 76,908 27,801 157%
ドイツ 162,580 31.1% 50,562 23,213 185%
ロシア 54,365 12.8% 6,959 -1,691 80%
アメリア 1,033,258 23.0% 237,649 81,607 152%
カナダ 231,390 26.9% 62,244 23,294 160%

オーストラリア 376,075 40.2% 151,182 51,608 152%

その他 1,036,990 34.9% 371,782 168,702  

 

*1 日本全国の実数：日本政府観光局発表資料より 

*2 大阪府訪問率：観光庁「訪日外国人消費動向調査」より 

*3 小数点以下の計算の関係で、合計値が合わないことがある。                                   

                       

 

２． 事業内容 

（１） トラベルミッションの推進 

 

①  マーケティング結果に基づく事業展開  

       マーケティングリサーチによって、それぞれの市場旅行情報・形態・トレンドセッ

ター等を把握し、今後の戦略的なプロモーション活動の基本的な調査となる「関

空調査」を３期に分けて４,１７０人に行った。 

        調査結果に基づき、国際観光展や旅行博への出展によるＢ to B または B to 

C へのアプローチを実施するための基礎資料とし、28 年度以降の事業に反映さ

せていく。 
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   （参考）関空調査の概要 

          調査期間:Ⅰ期 27 年 10 月 22 日から 11 月 11 日   (2,039 人） 

                  Ⅱ期 28 年  1 月 27 日から 2 月 11 日  （1,098 人） 

         Ⅲ期 28 年  3 月 16 日から 3 月 25 日   (1,033 人） 

        〈資料Ⅱ-1〉 

②  ターゲット市場ごとのプロモーション 

市場ごとに異なるニーズと課題に取り組むため、各市場の専任人材を育成し、

現地の主要旅行社をはじめステークホルダーとの連携機会を増加させ、きめ細か

いプロモーション活動を推進した。 

ターゲット市場は次のとおり。 

①  中国・香港・台湾  

②  韓国 

③  東南アジア（フィリピン・タイ・マレーシア・シンガポール・ベトナム・インドネシ

ア・インド等）  

④ 米州・欧州 

 

今後の伸びが期待される東南アジア地区へのプロモーションを積極的に行い、現

地の大規模旅行博の出展・旅行会社やメディアとの関係強化を図り、大阪の観光情

報の提供と市場動向の把握に努めた。特にマニラ、ジャカルタの旅行博に初参加し

現地での PR に努めた。また、新規マーケットとして注目しているインドについては、

現地大手メディアの招致、学校交流の実現など、具体的な成果が徐々に出てきた。 

ムスリム対応については、在阪の宿泊施設・飲食店情報を多数掲載した「ムスリ

ム・フレンドリーマップ」の制作を昨年に引き続きサポートするなどして「ムスリムおもて

なし日本一の都市・大阪」を内外にアピールした。 

中華地区では、台湾で交流協会（ＪＮＴＯにあたる機関）等と連携し、現地での情

報発信と情報収集に努めるとともに、中国では、大阪市の上海事務所と連携し、現

地旅行会社・メディアへの情報発信を積極的に行なった。 

韓国では、理事長によるトッププロモーションとして、ソウルにて 30 社の現地メディ

アに向けた記者会見を行う一方、旅行会社へのセールスコールを年 6回実施したほ

か、雑誌社やパワーブロガーを招請するファムトリップなど積極的な情報発信を行な

った。 

欧州では、ロンドン（ＷＴＭ）・ベルリン（ＩＴＢ）といった主要な大型観光博に参加し

たほか、大阪市との友好都市３５周年記念事業の一環としてミラノ万博にも出展し、

旅行会社への商品造成のための PRや現地メディア向けて、情報提供を行った。 

米州では、関西との直行便があるアメリカ西海岸を中心にプロモーションを実施し

たほか、訪日有力旅行会社のあるロサンゼルスの旅行会社との商談会や訪問セー

ルスを行った。 

なお、観光局主催の事業として、中華地区・韓国市場については、27 年度から新

たに「東アジアインバウンドセミナー」を開催し、賛助会員を対象に当局スタッフによ
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る市場トレンドの紹介を実施した（47 社参加）。東南アジア・米州については昨年に

引き続き「合同商談会」を大阪市内で実施し、各国の旅行会社31社と賛助会員を中

心とした６８の観光関連業社のビジネスマッチングの場を提供し、インバウンド関連の

ビジネスチャンスを大阪のみならず関西経済全体に波及させるように努めた。 

                                       

③ トレードファムトリップの実施 

対象市場国の旅行会社を大阪に招聘するファムトリップを 9回実施した。招聘し

たエージェントには「ｴｷｽﾎﾟｼﾃｨ」や「ウラなんば」などの新しい観光素材、大阪マ

ラソンや光の饗宴などのイベント情報を提供するとともに、大阪周遊パスの取り扱

いを依頼するなど、事業効果を検証しながら実施した。 

    

④ メディアファムトリップの実施 

       各国の主要メディア（ブロガーを含む）を大阪に招聘した。実施にあたっては、

各メディアの顧客ターゲットにあわせた記事の掲載を義務づけ、実施後のフォロ

ー調査を徹底した。 

 

【ターゲット市場ごとの招聘回数】 

                    トレードファム   メディアファム  ブロガーファム 

・中国・香港・台湾        ２回        14 媒体     20 人  

・韓国              ２回         2 媒体     14 人 

・東南アジア          ３回        27 媒体     １５人    

・アメリカ・ヨーロッパ     ２回        16 媒体      －   

  （※東南アジア地区及びアメリカ・ヨーロッパについてはアジア合同商談会時のトレードファムを

含む。） 

〈資料Ⅱ-2.3.4.5〉 

⑤ 海外からの教育旅行誘致  

 海外からの教育旅行誘致については、台湾・韓国・アメリカにおいてプロモーシ

ョンを実施した。また、台湾はファムトリップも併せて実施した。 

専任の学校交流コーディネーターによる学校交流事業は、参加者にとっては

大変評価の高い事業であるが、訪問する学校側関係者としては状況の変化等を

慎重に判断する場合も多く、韓国からの教育旅行に関してはＭＥＲＳの影響によ

り依然としてピーク時の半分程度の係数である。 

 また特に、教育旅行は団体旅行なので、ホテル等宿泊施設の逼迫した状況の

影響もあった。 

しかし、昨年からのプロモーション等の効果もあり、台湾やアメリカを 中心に数

値が伸びた。27 年度は 126 件(3,952 人)で、26 年度の 119 件(3､668 人)に比べ

て実施件数、人数とも増加した。                     〈資料Ⅱ-6〉 
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⑥ 広域的な連携による取り組み 

ビジット・ジャパン(VJ)事業として、京都府・兵庫県・奈良県との連携による、台

湾からの「教育旅行誘致事業」を実施したほか、京都府・兵庫県及び新関西国

際空港との連携による、フィリピン・マニラでの「関西滞在型旅行プロモーション

事業」を実施した。                              〈資料Ⅱ-.8.9.11〉 

 

⑦ クルーズプロモーション事業 

      数千人の外国人観光客が一度に訪れ、経済波及効果も期待できるクルーズ客

船の大阪港誘致については、大阪市、大阪商工会議所と連携し、海外船社キー

パーソンへのセールス活動、招請活動、海外クルーズコンベンションへの参加、

国内 GSA(外国船クルーズ船社の日本地区販売総代理店)やランドオペレーターへのセ

ールス活動などを実施した。 

また、寄港地としての魅力を客船会社等に紹介するため、新たな観光素材・ル 

ートに重点を置き、より地域に踏み込んだ観光コース、特別感のあるプログラムを

中心に、モデルコースや観光素材を取り上げた提案書を作成・活用したセールス

を実施した。ショアエクスカーション（寄港地ツアー）による、地域の活性化や地域

の魅力創造を図るため、３月の３代目クイーン･エリザベスの初入港歓迎イベントを

官民連携で実施するなどクルーズ客船の寄港を地域振興につなげるための取組

を行った。 

 

⑧ ニューツーリズムの取り組み（一部再掲） 

大阪マラソンなどの既存の観光素材を関係機関と連携して、集客に繋げるた

めのプロモーション活動や「２４時間眠らない おもてなし都市」を目指し、大阪

の夜の遊び方を提案する英語の無料情報誌「OSAKA NIGHT LIFE」を作成し、

夜の観光も楽しめる工夫をした。また、スポーツツーリズムの推進を図るため、ス

ポーツ情報等を掲載した日・英のＷｅｂページを開設するとともに、在阪のスポ

ーツ団体との提携や府内の自治体との連携強化に努めた。国際医療交流（メデ

ィカルツーリズム）では、先進事例のヒアリングを行い、医療関係者との連携を深

めた。 

 

（２）大阪の発信力・認知度の向上 

①  ロゴマーク等の製作準備 

   国内外での大阪の認知度を向上させるとともに都市ブランド力の向上を目的として

「Asian Gateway OSAKA」に代わる新しいキャッチコピーの製作準備を行った。28 年

度からの新たなイメージ戦略を積極的に展開することによって、大阪の認知度向上を

めざすとともに、大阪府民・市民に対しても意識改革を働きかける。 
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② イベントの活用による集客の仕掛け 

大阪マラソン＊、大阪アジアン映画祭＊など、大阪で毎年実施している既存のイベ

ントを活用し、旅行商品造成のしかけ等によるインバウンド誘致や広報連携によって

大阪の認知度アップ、イメージアップにつなげた。 

加えて、インバウンド誘客を目指したイベントに協力し、「大阪」の発信に努めた。 

 (事業名の後ろに＊がついた事業は府市の予算上では大阪観光局事業以外のもの） 

 

③  航空会社機内での大阪情報ビデオの放映 

日本航空、全日空とタイアップし、国際線日本行全便で大阪観光情報ビデオの上映

を行い、航空機利用者に対する大阪のプロモーションと大阪の認知度向上を図っ

た。 

実績） ビデオ放映航空会社：日本航空及び全日空 国際線全便 

     放映期間：平成 27 年 10 月 1 日から 11 月 30 日 

     放映時間： 20 分 

 

（３） プロモーションの強化 

①  観光案内所の運営管理                     （再掲） 

 国内外の観光客へのホスピタリィティの一環として、うめだ・なんばの 2 か所に

観光案内所を設置し、その運営管理を行い、大阪観光への誘導と観光客への

情報提供を実施した。  

また観光局の戦略に合わせてスポーツツーリズムとして観光案内所での在阪

プロサッカーチームのユニフォームを着用してのご案内などで気運向上に努め

たほか大阪府内の観光魅力発信などにも力を入れた。 

 加えて、海外観光客の急増に対処し、ホスピタリティーあふれるおもてなしを

行うために、業務内容の見直しと案内所の拡張について関係者と協議を開始し

た。 

 

② 国内市場の誘致強化 

関西への観光誘客を図るため、京都・大阪・神戸観光推進協議会（三都協議

会）による連携プロモーションをはじめ、ＪＲ西日本、ＪＲ東海といった広域公共交

通機関と連携したプロモーションを実施した。 

また、修学旅行誘致活動として、大阪参加体験プログラムの作成・配布、全国

各地区の旅行エージェントへのセールス、ファムトリップを実施した。 

ほかに、「ツーリズムＥＸＰＯジャパン」、「はこだてグルメサーカス」等の観光Ｐ

Ｒイベントに出展し、大阪への観光誘客促進に取り組んだ。 

＜具体的な取り組み内容＞ 

ⅰ) 主要旅行代理店等へのセールスなど 

全国各地区の主要旅行代理店にセールスを１８回実施した。 

本年度は、大阪府の事業である「おおさか魅力満喫キャンペーン」の販促連携
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に注力して、個別に旅行会社を訪問することにより、旅行代理店の商品企画の

主担当者に対しダイレクトに効果的な情報提供を行った。  

 〈資料Ⅲ-1-①〉 

 

ⅱ) 主要都市おける大阪観光 PR イベント 

   （出展イベント数 ７イベント） 

    国内の主要なイベントなどを活用し、プロモーション活動を展開した。 

とくに、「はこだてグルメサーカス２０１５」（来場者：１８．６万人(２日間)）では、貝

塚市、岸和田市等の５市３町からなる「南泉州観光キャンペーン推進協議会」と

連携し、南泉州の特産品「水ナスの漬物」や地元銘菓等の販売を行い、大阪の

「食」の魅力のＰＲや、北海道新聞の協力による大阪特集記事の全面広告を掲

載した。 

  また、「ツーリズムＥＸＰＯジャパン」（来場者１７．４万人(３日間)）では、新関西国

際空港との合同出展により、「おおさか魅力満喫キャンペーン」、「大阪・光の饗

宴」等についてＰＲを行い、首都圏でまだ十分に認知されていない大阪の観光魅

力を訴求した。 

 〈資料Ⅲ-1-③〉 

 

ⅲ) 旅行エージェントを対象とした商談会・ファムトリップの開催 

● 広島地区旅行代理店向け 商談会・説明会 

広島の旅行代理店を対象に大阪からの事業者を帯同して、大阪の PR 及び

商談会を実施した。堺観光コンベンション協会と共催し、広域に大阪を PR する

きっかけ作りを行った。 

・ 実施日：７月３日 （金） 

・ 会 場：リーガロイヤル広島 

・ 帯同事業者：１２団体 

・ 広島地区エージェント参加社：12社（教育旅行、法人旅行、企画担当者等） 

● 旅行代理店修学旅行担当者向け大阪研修会・商談会 

旅行会社の修学旅行担当者（営業、手配）を対象にしたファムトリップを開催

した。 

大阪の施設及び「大阪参加体験プログラム」の体験を通じて理解を深めてもら

い、修学旅行誘致の取組みを実施した。  

・ 実施日：２月３日(水)～５日(金) 

・ 見学施設：エキスポシティ、さかい利晶の杜等 

・ 参加体験：大正区ものづくり観光、千日前道具屋筋モノづくり体験等 

・ 大阪の協力事業社：１６社 

・ 旅行代理店担当者：２２社２３名（新潟、富山、金沢、岐阜、静岡、広島等） 

  〈資料Ⅲ-1-④〉 
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ⅳ） ＪＲ西日本との連携プロモーション 

    九州・山陽新幹線相互直通５周年を機として、九州からの誘客強化を図るた

め、ＪＲ西日本との連携プロモーションを実施した。 

    ・ 大阪周遊パスを中心にした個人向け商品の認知度向上 

    ・ ＪＲ西日本インターネットサイト「マイフェイバリット関西」と連携した宣伝 

    ・ 新幹線＋宿泊＋新規観光商材を基本とした旅行商品の提案 

（平成２８年度継続実施） 

 

    ⅴ） 京都・大阪・神戸観光推進協議会による取り組み 

関西三都市で開催される「光」をテーマにしたイベント（大阪：「光の饗宴」）へ

の誘客促進のため、平成２７年３月に開業した北陸新幹線の主要駅である金沢

他で観光キャラバンを実施した。 

また、エージェント商品造成担当者向け（参加者：１３社１３名）、同販売担当

者向け（参加者：１８社１８名）、マスコミ向け（参加者：夏季１１社１１名、冬季１３

社１３名）のファムトリップを実施し、大河ドラマ「真田丸」の舞台となる大阪城界

隈、平成27年11月に開業したエキスポシティ、多様な工場見学が可能な大正区

エリア等をＰＲした。 

<資料Ⅲ-1-⑤⑥> 

ⅵ） ＪＲ東海との連携プロモーション 

    首都圏からの誘客強化を図るため、ＪＲ東海との連携プロモーションを実施し

た。 

    ・ 首都圏及び周辺における認知度向上、観光需要喚起 

    ・ ＪＲ東海の観光プロジェクト「Japan Highlights Travel」と連携した宣伝 

    ・ 大阪周遊パスの認知度向上、販売促進 

    ・ 新幹線＋宿泊＋特典を基本とした旅行商品の造成及び販売 

<資料Ⅲ-1-⑦⑧> 

 ⅶ） おおさか魅力満喫券のプロモーション協力 

     大阪府が実施した「おおさか魅力満喫券」の事業運営に協力を行った。ま

た、国内エージェントへのプロモーションに際し、「満喫券」制度を活用した

商品造成を働きかけた。 

     国内エージェントへのプロモーションの他に、おおさか魅力満喫券の「商品

選定委員会」への参画を行った。 

おおさか魅力満喫券事業により、３８１もの府内を周遊する新商品が造成・

販売され、２０８,３８５人が購入され、売上げは４８．６億円となった。 

 

③  府域自治体、関係団体等との協働 

府域自治体・関係観光団体等（南河内、南泉州、豊能、西高野街道観光キャ

ンペーン協議会、泉州観光プロモーション推進協議会等）および大阪都市魅力

ネットワーク会議、竹内街道・横大路（大道）活性化実行委員会等との連携のも
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と、大阪が持つ観光資源のブラッシュアップを図り、魅力ある大阪づくりをともに

推進し、観光素材等のＰＲを行った。 

   公益社団法人日本観光振興協会の実施する全国広域観光振興事業に対し

て分担金を拠出し、関西ブロック広域観光振興事業として、関西を広域で紹介す

る「ウェルカム関西ガイドＭＡＰ」日本語版･英語版を作成・配布したほか、エンド

ユーザーへのPRとして関西７府県合同で「ほんまにええとこ関西観光展」を広島

市紙屋町シャレオ、横浜新都市プラザで開催した。  

 〈資料Ⅲ-2-①②〉 

 

④  天神祭等伝統行事の活用 

日本三大祭のひとつ天神祭を広くＰＲするためにｗｅｂや印刷物による情報発

信をするとともに、天神祭陸渡御、船渡御、奉納花火観覧席の設営や船渡御で

の奉拝船の運航など、天神祭関係先と連携して大阪への集客を図った。あわせ

て国内外の観光客誘致のための旅行商品化を旅行会社に働きかけた。 

       

 日 程： 平成２７年７月２５日（土） 

        陸渡御観覧席参加者：           126 席 （うち外国人 61 名） 

        船渡御観覧席参加者：            1,086 席 （うち外国人 63 名） 

        OMMプレミアム特別観覧席：       150 席 

        ふれあいの水辺奉納花火特別観覧席： テーブル席 294 席（定員 300 席） 

                                  シート席 700 席（定員 700 席） 

        船渡御特別観覧席（源八橋下流）：     146 席（定員 530 席） 

奉拝船運航の参加者： 水上アクアライナー２艘 137 名 

      

       平成 27 年度は、新たに船渡御特別観覧席を設けたが、準備期間が短く、事前

のＰＲ不足から、30％程度の集客にとどまった。28 年度はこの反省を活かし、集

客に努めたい。 

 

また、国指定重要無形文化財｢住吉大社御田植神事｣をはじめ、大阪ならでは

の伝統行事や文化を活用し、地域と連携して大阪への集客につなげ、また、

「夏祭り」「だんじり」などの伝統行事のＰＲにも努めた。      

 

⑤  観光まちづくりコンテスト 

大阪の活性化、訪日外客の集客増を図るため、次世代を担う大学生のアイ

デアで観光を通じて地域資源を発掘・活用し、地域自体の活性化を図る産官学

連携地域活性化プロジェクト『大学生観光まちづくりコンテスト２０15』に特別協

力した。 

  西日本ステージ 募集テーマ訪日外国人向け「観光まちづくりプラン」 

ア．大阪の食 イ．スポーツ ウ．エンターテイメント 
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    応募状況：６４大学  185 チーム 参加学生数 ９８１名 

      (うち大阪ステージエントリー ４０チーム 参加大学 ２１大学 

      参加学生数 ２４０名）   

また、大阪ステージの優秀作に観光庁長官賞、大阪観光局長賞、大阪府知

事賞、大 阪商工会議所賞を授与した。大阪観光局長賞受賞チームのプラン等

２プランを具現化プロジェクトとして実現化を図っている。 

 〈資料Ⅲ-2-③〉 

  

（４） 効果的なインターネット戦略 

① インターネット活用による国内外への情報発信強化  

  インターネットを利用した国内及び海外への情報発信力を強化するため、観光

局のホームページ「OSAKA-INFO」において大阪の都市魅力、面白さを伝える

情報の充実とともに、海外からの視点に立ち、よりわかりやすく情報を提供できる

ようにした。 

インターネットを活用した国内及び海外への情報発信力を強化するため、

大阪観光公式サイト「OSAKA-INFO」において大阪の都市魅力、面白さを日

本語に加えて英語・韓国語・中国語（簡体字）・繁体字（香港・台湾）・タ

イ語の６言語で発信。また、日本語以外の 5 言語の素材が不足していたた

め翻訳をかけ素材の充実を図り、韓国語・タイ語・簡体字ＨＰはリニュー

アルし、着地型・発地型ともに効果的に伝える情報の充実に努めた。 

日本語ＨＰ“OSAKA-INFO”のアクセス数は、約 2,983 万ＰＶ、外国語ペ

ージのアクセス数は約 2,957 万ＰＶ。 

 

② ソーシャルネットワークを活用した口コミ情報の発信 

人と人とのつながりを活用した SNS(ソーシャルネットワーキングサービス)を日本

語・英語・韓国語・繁体字・簡体字・タイ語で引き続き運営した。今年度は SNS の

効果を見てリーチが届かない言語やツールを整理した。その結果よりそれぞれ

の国の目線で大阪の魅力発信の足がかりになった。 

28 年 3 月末の会員数（全言語）は 377,876PV 

 

 

③ Wi-Fi 環境の整備 

  観光庁の調査や観光案内所等でのアンケートでも、訪日外国人の間で携帯情 

報端末等でインターネット接続できる環境へのニーズは今もまだ高い。個人観光 

客の占める割合がますます増加するうえ、インターネットから情報を取る人が増え 

る一方の現状では、外国人来阪者の無料 Wi-Fi 環境を整備することは急務であ 

る。大阪観光局の要望を受け、今年度は大阪府の助成金事業が実施され、大型

施設の整備ができたことに加え個人店の整備も拡大した。  
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 拠点数 AP 機数 

Osaka Free Wi-Fi 182 1,038 

Osaka Free Wi-Fi Lite 3,903 3,973 

認証数（年間） 4,873,259 

  ※【拠点数・AP 機数】28 年 3 月末現在 

        ※ 【認証数】27 年 4月～28年 3 月 

 

（５）魅力的なプロモーションツールの作成 

【ガイドブック・マップ】 

来阪ビジター特に個人旅行客の視点に立って、府域の主要観光エリアの情報

を盛り込んだコンパクトで見やすいガイドブック及びマップを多言語で制作した。

また、国内外で配布することによって、来阪ビジターの利便性と周遊性を向上さ

せ、大阪の認知度を向上させた。 

大阪観光局公式マップ：合計 39 万 

日本語 13 万・英語 14 万・簡体字 4万・繁体字 4万・韓国語 4万 

大阪観光局公式ガイドブック：合計 47 万 

日本語 13 万・英語 10 万・簡体字 6万・繁体字 9万・韓国語 9万 

 

【ＤＶＤ】 

       平成 25 年度に制作した大阪観光 DVD のうち、PAL 版を 400 枚（15 分版 300

枚・ダイジェスト版 100枚）増刷。また編集可能なデータの希望が多いことから白

素材を追加制作した。 

       

日本語・英語・中国語（大陸・台湾・香港）・韓国語 共通 

５分版  15 分版  15 分のダイジェスト版  

 

     

（６） フィルムコミッション事業の推進 

①  ロケ誘致のプロモーション活動 

ＪＦＣ全国ロケ地フェアで大阪のロケ地に関するパンフレットを配布した

ほか、大阪アジアン映画祭の開催に合わせて、海外の映画監督、制作関係者

等を対象としたロケ招致プロモーションを実施する等、映画、ドラマ等のロ

ケ地としての大阪のＰＲ、ロケ誘致活動を推進した。 

 

■大阪アジアン映画祭に合わせた、海外の映画監督、制作関係者を対象としたロケ招致 

プロモーション 

開催日 平成 28 年 3月 11 日(金) 12:00～14:00 

開催場所 ホテル阪神（大阪市福島区） 
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②  ロケ支援活動の推進 

    映画（「後妻業」、「真田十勇士」ほか）、テレビ（「大阪環状線 ひと駅ごと

の愛物語」、「秘密のケンミンＳＨＯＷ」ほか）、スチール（「ＮＭＢグラビア

撮影」、「アウディカレンダー撮影」ほか）等、計 135 件の撮影に関して、ロ

ケ地との調整やエキストラの手配等を行い、ロケ支援活動を推進した。 

 

【ロケ支援件数（過去３年・分類別）】 

     

映画 テレビ ＣＭ ビデオ スチール 合計

平成25年度 11 74 20 23 14 142

平成26年度 13 70 17 32 17 149

平成27年度 16 65 18 27 9 135

 

 

 

■大阪ロケーション誘致部会の開催 

大阪へのロケーション誘致を図るために設立した「大阪ロケーション誘致部

会」を開催し、会員間の情報交換、スキルアップを図った。 

 

  

③ ロケ地を活用した観光ＰＲ（スクリーンツーリズム） 

 

   ■連続テレビ小説「あさが来た」 

 

 

 

 

 

 

 

■大河ドラマ「真田丸」 

ＰＲ内容 当局及び大阪ロケーション誘致部会の会員５社によるプレゼンテーション 

結果 香港、フィリピン、ベトナム等の映画監督、制作関係者計２４名 

当局が事務局となり、大阪商工会議所、大阪市等６団体で『大阪「あさが来た」推進協議会』を 

設立し、大阪を舞台地とした同ドラマの放送を大阪のさらなる活性化につなげた。 

【活動内容】 ・舞台地界隈マップの製作、配布〈協議会活動〉 

・パネル展開催〈協議会活動〉 

・ＳＮＳ（フェイスブック）による情報発信〈協議会活動〉 

当局が事務局となり、大阪商工会議所、大阪府、大阪市等１４団体で『大河ドラマ「真田丸」大阪推

進協議会』を設立し、大阪を主な舞台地とした同ドラマの放送を大阪のさらなる活性化につなげた。 
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■「味園ユニバース」のロケ地見学会 

  

  

 

 

 

 

 

 (７） 観光局事業の基盤づくり 

 

   ① 重要業績評価のための調査                     （再掲） 

   より戦略的に事業を展開するためには、来阪外国人の意識動向を把握する必

要がある。そのため、どのような属性の人がどのような目的で来阪し、何日滞在し、

いくら消費し、どれぐらい満足したのかなど、きめ細かく調査して、ニーズと現状を

把握したうえで、戦略につなげていく必要があるため、以下の通り調査を実施し

た。 

  

   （参考）関空調査の概要 

     調査期間: Ⅰ期  27 年 10 月 22 日から 11 月 11 日  （2,039 人） 

                 Ⅱ期   28 年 1 月 27 日から  2 月 5 日   （1,098 人） 

          Ⅲ期  28 年 3 月 16 日から 3 月 25 日   (1,033 人） 

 ＊（  ）調査人数を示す。 

 

   ② 広報活動の展開 

I ）マスコミへの記者発表の実施 

 大阪観光局事業を広く周知し、認知度を上げるため、マスコミに対し広く広報

依頼を行うとともに、記者発表を積極的に行った。 

 実績）記者発表（記者会見）回数 14 回 

     

 

 

 

【活動内容】 ・当局ＨＰないに「真田丸」特設サイトを開設 

・シンボルマークの製作 

・ＳＮＳ（フェイスブック）による情報発信 

・事業認定制度による第三者事業へ協力 

【活動内容】 「味園ユニバース」のロケ地見学会 

開 催 日：平成 27 年 10 月 4 日(日) 12 時～16 時 

開催場所：近畿日本鉄道㈱ 高安車庫（八尾市） 

結  果：来場 149 名 
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③ 国際広報活動の展開 

ⅰ) 海外メディア パブリシティー事業 

 広告換算：  約 4 億円     

 記事数： 80 個以上 

 発行国数：  

o 14 ヵ国 （イタリア、フランス、イギリス、スペイン、スコットランド、オ

ーストラリア、アメリカ、香港、台湾、シンガポール、ニュージー

ランド、韓国、中国、フィリピン）  

o 地域： アジア圏（７ヵ国）、中東（５ヵ国）、インターナショナル版 

 媒体数： 65 媒体以上 （BBC World、CNN、Sunday Times、

National Geographic、Corporate Traveller、Weekend Weekly、RAI イタリ

ア国営放送、Lexus マガジン、他） 

 合計ページ数： 200 ページ以上（A4 換算） 

 媒体の種類：ラジオ、テレビ、雑誌、新聞（ウェブ版）、機内誌、旅行専門

誌他 

 

ⅱ）メディアファム コンサル・手配 委託事業の受託 

 依頼者：   都市活力研究所、国土交通省・シティーセールス支援

事業「メディア FAM トリップ」 

 概要： 海外メディアから記者を招き、梅田地区の魅力を紹介す

る記事を発信。オフィス、商業、ホテル、コンベンションなど梅田を代

表するビジネス機能とともに大阪の伝統芸能や和食にも触れていただ

き、梅田の多面的な魅力を紹介。「イノベーションの生まれるまち」をテ

ーマにストーリーを構築し、ハード面だけでなくソフト面での取り組みも

紹介する。 実施時期 12 月 1 日～4 日（12/3 開催の観光局 MICE

ショーケースにあわせて） 

 自主財源確保：50 万円 

 結果： 

o 記事数：     発行済み ７記事（プラス、ウェブ版 6 記

事）、5 記事以上未発行 

o 発行国数：     ５ヵ国 

o 媒体数：     ６ 

o 合計ページ数：   約 15 ページ（A4 換算） 

o 広告換算価値：   1 千万円以上 

 

ⅲ） 大阪観光特使の任命 

         平成 27 年度大阪観光特使の任命については、海外現地で大阪を PR して

いただくことを主眼に行い、韓国でのスポーツ関係者、大阪市の姉妹都市

であるメルボルンの日本語を勉強する学生の 2 名を大阪観光特使に任命し、
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現地での大阪のＰＲを依頼した。 

 

④  ホテル不足への対応 

     近年の外国人観光客の急増により、大阪の宿泊施設予約が困難となってきている。

このため、宿泊施設の需給動向を把握するための現状把握と今後のホテル建設予

定をヒアリング調査した。 

 

⑤ ラグビー世界大会、東京オリンピック、マスターズに向けた取り組み 

日本、関西で開催される大型スポーツ大会をきっかけに、大阪・関西への 

観光客の誘致に向けて、関係各所と受け入れ態勢やプロモーション展開など 

について、意見交換を行った。特に、ラグビー世界大会については、東大阪市 

との今後の取り組みについて検討をしていくこととなった。 

 

 

（8） ＭＩＣＥ※誘致促進事業 

（※MICE:国際的なミーティング、インセンティブ・ツアー、コンベンション、イベント・展示会） 

 

MICE 事業の推進は、国際貢献、経済効果、ビジネス創出、世界に向けた情報

発信だけでなく、地域活性化のために大きな役割を担っている。大阪観光局では

平成２５年に「大阪におけるＭＩＣＥの戦略的誘致に向けて Ver.1」を策定し、平成

25 年 4 月よりその中に盛り込まれた具体的な事業の実施を開始し、大阪 MICE ビ

ジネスアライアンス、大阪MICEディスティネーション・ｼｮｰｹｰｽ等を中心として大阪

のMICE 事業活性化に以下のとおり取り組んだ。 

 

① 大阪ＭＩＣＥアライアンスの構築及び推進 

       大型ＭＩＣＥ案件の誘致については官民一体となったＭＩＣＥのワンストップサー

ビスの受け皿が必要である。そのため、大阪観光局内に官民一体でＭＩＣＥ事業

を推進する事務局をおき、ＭＩＣＥ事業参画会員を募り恒常的な情報交換、セミ

ナー、共同プロモーション等を通じて大阪のＭＩＣＥ事業者全体の底上げを図っ

た。 

       また大阪市域内の MICE 施設を中心とした拠点（MICE クラスター）での MICE

事業の活性化を目指し、まず梅田地区で勉強会を定期開催しMICE事業につい

ての知識･情報の共有することに努めた。 

     

      ＭＩＣＥアライアンス開催実績 （平成２７年度） 

         ４回（延べ参加者３３１人） 

 

② 大阪ＭＩＣＥディスティネーション・ショーケースの実施（９月東京、12 月大阪） 

国内外のＭＩＣＥ主催者・キーパーソンを大阪へ招聘し、大阪府下のＭＩＣＥ関
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連事業者・団体・と連携して展示商談会を平成 26 年度に引き続き開催し、ＭＩＣＥ

開催地としての大阪の魅力を認知していただき、ＭＩＣＥ誘致につなげた。 

また昨年度から引き続き東京におけるセールス・プロモーション活動の一環とし

てMICE 関連事業者と連携し東京商談会を開催した。 

 

      ■東京開催実績 

        開催日：2015 年 9 月 3 日（１日間） 

        会  場：東京コンベンションホール 

        参加者：２３８名 

        出展企業数：２８社 

 

■大阪開催実績  

         開催日：2015 年 12 月３～４日（２日間） 

         会 場：マイドームおおさか 

参加者：３３４人 

         出展企業数：５５社 

 

③ コンベンション誘致・支援事業 

    ＩＣＣＡ（国際会議協会）をはじめ海外とのネットワークや過去の開催実績の分析、 

大阪国際会議場、在阪・在関西の大学等との連携・協働や、世界主要トレードショ

ーへの参加、MICE 関連事業者への誘致セールス活動により、積極的な国際会 

議の誘致活動を展開した。 

また、ユニーク・ベニュー（特別感のある会議・パーティー会場）の開発や大阪な 

らではの歓迎サービスメニューや歓迎グッズの拡充・新規開発に努めるとともに、

観光やアフターコンベンションのための情報提供など、コンベンション主催者や参

加者の利便性・満足度を高め、再度開催地として選択していただけるように努め

た。 

 

これにより、主な誘致案件の例を挙げると 第54回日本肝臓学会総会（2018年5

月 3,000人）、第 80回日本血液学界学術集会（2018年 10月 4,000人）、第 60回

日本神経学会（2019 年 6,000 人）など、大規模会議の大阪開催が決定した。平成

２7 年度中に、国際会議 28 件（26 年度 17 件）、国内会議 2１件（26 年度 27 件）

の大阪開催が決定した。                      

  

開催支援においては第118回日本小児科学会学術集会（2015年４月 6,000人）

や第 17 回日本医療マネジメント学会(2015 年 6 月 5,000 人)など、平成 27 年度中

に大阪で開催された 41 件の国際会議、及び 42件の国内会議を支援した。また 43

件の海外インセンティブツアーへの支援も行った。 

 〈資料Ⅳ-1.2〉  
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また、近隣アジア諸国を中心として世界 1２カ国から５１件（参加人数 18,246 人）

のインセンティブツアーを誘致開催した。   

インセンティブツアー 千人以上規模の団体数推移 

  25 年度 1 件  26 年度 4 件  27 年度 5 件 

          〈資料Ⅳ-3〉 

   ＪＮＴＯ（日本政府観光局）国際会議統計では、2015 年の大阪府内での国際会議

開催件数は暫定で、262 件（2014 年 253 件、全国都道府県別 3位）であった。 

  

ⅰ） コンベンション誘致事業  

（ア）IMEX2015（The Worldwide Exhibition for Incentive Travel, Meetings and 

Events）（ 5月：フランクフルト・メッセで開催） 

ドイツ（フランクフルト）にて開催された欧州最大級のコンベンション・インセンティ

ブツアー専門見本市に参加。3日間の商談会で合計21団体と個別商談を行った。 

 

（イ）IMEX America2015（The Worldwide Exhibition for Incentive Travel, Meetings  

and Events）（ 10月：ラスベガス・サンズ・エクスポ・コンベンションセンターで開催） 

アメリカ（ラスベガス）にて開催され北米最大級のコンベンション・インセンティブ

ツアー専門見本市に参加。3日間の商談会で合計15団体と個別商談を行った。 

 

（エ）AIME2016(The Global Meetings and Events Exhibitions）(2016年2月：メルボル

ンコンベンションセンターで開催） 

メルボルンで開催されたアジア・太平洋地域最大規模のコンベンション・インセ

ンティブツアー専門見本市に参加。2日間で合計18団体と個別商談を行った。 

 

（オ）個別海外セールス活動 

韓国･台湾・バンコク・シンガポールに個別セールスを実施した。 

   

  ⅱ） コンベンション開催支援事業 

（ア）国際コンベンション開催助成金制度 

「アジア太平洋肝癌専門会議(571 人)」を初めとして 9件の国際会議に対して 

合計 1,130 万円を交付した。                                    

＜資料Ⅳ-4＞ 

（イ）観光情報・ＰＲツールなどの提供 

観光案内地図・観光ガイドブック（120件）の提供、レセプションへの今宮戎神社

福娘の派遣（8件）、アトラクション等の派遣（13件）、樽酒等の大阪名産品の提供

（14件）の支援サービスを行った。   

 

 

ⅲ） コンベンション誘致に関する広報・調査事業 
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（ア）コンベンション・ニュース等の発行 

「大阪コンベンション・ニュース」や「コンベンション・アンド・エキシビジョン・カレンダ

ー」を関係者にメール配信し、コンベンション都市大阪の魅力や情報を発信した。 

またコンベンション施設ガイド（日本語版）、ミーティング・プランナーズガイド（英 

語版）やホームページを改訂し、MICE開催地としての大阪の広報に努めた。 

 

（イ）国内外会議情報の収集・分析 

大阪府内全域におけるコンベンション開催状況等を大学や会議施設等の協力 

を得て調査し、ＪＮＴＯに提供した。 

 また、新データベースシステムにより利用しやすく持続的なMICE誘致に有効な 

データベースを構築した。 

 

（ウ）関係団体との連携 

MICE誘致に取り組むＪＮＴＯ、ＪＣＣＢ（日本コングレス・コンベンション・ビューロ

ー）の各種活動に参加し、連携を図るとともに、ＩＣＣＡ（国際会議協会）の会員

として、そのデータベースやサービス機能を活用し、国際会議等誘致活動を推

進しＭＩＣＥ事業誘致に必要な海外ネットワークの拡充、国内外の情報収集、ノ

ウハウの習得に努めた。 

11月アルゼンチン・ブエノスアイレスで開催されたICCA総会へ参加し、MICE

のトレンドの取得に勤めると共にMICEキーパーソンとのネットワークに努めた。 

 

 （９）受入環境の整備 

個人旅行者の増加に対応して、来阪者が快適に大阪で滞在していただけるよう、

受入環境を充実させ、大阪の観光魅力の向上のため、観光資源の活用や魅力ある観

光素材を開発する事業を展開し、大阪への誘客へ繋げる。 

 

 ① 観光案内所の運営管理  

  平成 27 年度より梅田、難波の観光案内所運営を大阪市観光案内所運営協議

会より大阪観光局が運営を引き継いだのを機に、名称を「大阪ビジターズインフ

ォメーションセンター・梅田、難波」にそれぞれ変更し、大阪府内全域の案内を

担う観光案内所となった。 

運営は公募で決定した事業者に梅田案内所を民間委託、難波案内所は民

間と共同運営を行い、観光局では事務局機能を担った。 

 

観光案内所来訪者総数 373,553 人 

（うち外国人 242,405 人）  

＜資料Ⅴ-1＞ 

 

 

（参考） 

H26  2 案内所 361,905 人（外国人 195,608 人） 

実質来訪者数 1.03 倍、 外国人約 1.2 倍 
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②  「大阪周遊パス」の効果的な活用  

市内の電車･バス乗り放題と２８の観光施設の入場がセットになった「大阪周遊

パス」は、効果的な大阪観光ツールとして、急激に販売枚数を伸ばしている。海

外での積極的なプロモーション活動により販売網を拡充するとともに、国内旅行

客の大阪での宿泊数増加を目的として、27 年度から 2 日券の日本人向け販売

を開始した結果、総販売枚数は 26 年度の倍以上の数字となった。  

２７年度販売実績          26 年度実績    伸び率 

   １日券 420,219 枚       219,965 枚     191.0％ 

   ２日券 490,464 枚       208,404 枚     235.3％ 

 ＜資料Ⅴ-2＞            

 

③ 大阪観光ボランティアガイド事業の運営管理 

大阪の主要観光スポットでの観光客のおもてなしの一環として、大阪観 

光ボランティアガイド協会（OVGC）の協力を得て、観光案内する事業の運営

管理を実施した。 

ガイド人数 登録者数：115 名/のべ活動者数 121 名 

大阪城内外ガイド活動実績 

  大阪城公園内及び、ミナミ・キタ・船場・上町台地の史跡を案内した。 

5,645 件 112,240 名  （26 年度 7,183 件 84,214 名） 

            内 外国人 9,285 名（26 年度 7,190 名） 

 

     ④ 体験型施設紹介冊子、ナイトエンターテイメント冊子の作成（一部再掲） 

       海外観光客の多くの方から要望のあった日本らしさが体験できる施設やイベン

トを紹介した冊子を作成し、配布した。 

       併せて、大阪のナイトライフを海外観光客が安心して楽しめ、過ごせる施設等を

紹介した冊子を英語版で作成し、配布した。 

・体験型施設案内『Do-Fun Osaka』作成 2 万部  

  内容：インスタントラーメン作り、茶道体験、和食作り体験等の紹介 

    ・『OSAKA NIGHT LIFE』作成 1 万 6 千部 

 内容：ナイトクルージング、イルミネーション、夜店等の紹介 

 

⑤ あさが来た・真田丸関連の紹介マップ作成（再掲） 

 NHK の連続ドラマ『あさが来た』、『真田丸』と連動し、大阪のまち歩

きができるマップを作成し、配布した。 

・『あさが来た』5 万部 

・『真田丸』 10 万部 
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３. 組織運営に関して 

① 組織運営力の強化 

行政、経済団体のオール大阪で支えられている観光局の独自性を生かし、世

界に向けて大阪の都市ブランド向上と集客増を図るために組織力を強化した。 

また、昨年度のいわゆるジャズフェスティバル問題を受けて、コンプライア

ンス、ガバナンスの強化を行った。なお、昨年 7月 7日に開催した大阪観光に

関するトップ会議において、同問題に関する整理・報告を行い、了承を得た。 

    ⅰ）目標数値と評価基準、組織体制の整備 

・ 大阪観光局の活動目標の達成を主眼として活動し、各担当責任者を明

確にした組織体制の整備を行った。 

・組織の経営戦略及び広報・マーケティング機能を強化するとともに、

一元的に執行するため、経営企画部を新設した。また、地域における

観光素材の開発や受け入れ態勢の充実を推進するため、魅力創造部を

新設した。併せて、プロモーション部門の統合等のチーム再編を実施

した。 

・ 平成２１年度から導入した人事評価制度や目標管理制度などを継続

実施した。 

   ⅱ）専門人材の活用と育成 

高度なノウハウやネットワークを持つ専門人材を集め、事業の精度向

上を図るため、前述の担当者はそれらのノウハウやネットワークが保有

する人材を充て、あわせてそのノウハウの継承が行うための人材育成を

行った。また、組織のフラット化を行い、職員のモチベーションの向上

を図り、個々人が能力を発揮できる体制づくりに努めた。 

   ⅲ）コンプライアンス、ガバナンスの強化 

     ・内部統治面からは、理事長と事業執行する観光局長を一本化して責任

と権限とを明確化し、理事長や専務を常勤化するなど、適時、適切に

意思決定できる体制を強化した。 

・事業執行面からは、プロモーションを主に事業展開することとし（い

わゆる実行委員会方式を取らない）、委託事業者の選考基準を明確にし

て透明性を高めるなど、事業を公正、公平に進める仕組みを整理した。 

・また、局内で管理職を中心にコンプライアンス研修を実施するなど、

法令順守の意識向上に努めた。 

 

② 自主財源の確保 

観光振興につながる自主事業を拡充するため、公式ガイドブックへの広告料、

公式グッズの開発・販売等による収益増につながる事業を開発し、自主財源

の拡大に努めた。 

なお、自主財源の獲得を目指すあまり、リスクのあるイベントを実施し、大きな
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損失を発生させた反省を踏まえ、イベント事業への参画や実行委員会方式で

の実施を見直し、堅実な自主財源確保を目指した。 

 

③  賛助会員拡大への取組みの強化 

「観光振興は、関係者の総合力で実施し、観光局と会員とが連携して観光振興

を推進する」との会員制度の趣旨と「賛助会費は、観光局活動の基盤を支える重要

なものである」との認識のもと、以下の取組みを実施した。 

ⅰ） 会員維持増強活動の強化 

・ HP「OSAKA info」での掲示、ガイドマップ、ガイドの提供、セミナーへの優待

等、会員であることのメリットを工夫し、会員数拡大に努めた。 

会員数推移 

26 年度（27.03）末現在  592 社 （新規入会 49 社、退会 49 社） 

 27 年度（28.03）末現在  627 社 （新規入会 59 社、退会 24 社） 

ⅱ） 情報交流の充実 

・ 大阪の観光や協会の活動に関する理解と賛助会員間のネットワークづくりを促

進するために、「会員の集い」を２回開催した。 

第１回 

日 時： 平成 27 年 7 月 7 日（火） 

場 所： スイスホテル南海大阪 

内 容： セミナー 「関西・大阪を元気に」 

講 師： 溝畑 宏 大阪観光局理事長 

参加人数 ： 195 名 

 

第２回 

日 時： 平成 28 年１月 20 日（水） 

場 所： リーガロイヤル（大阪）ホテル 

内 容： セミナー 「観光と地方創生～DMO による観光地経営とマーケティ 

ング～」 

講 師 ： 大社 充 観光地域づくりプラットフォーム推進機構代表理事、 

事業構想大学院大学・客員教授、NPO 法人グローバルキャンパ 

ス理事長 

参加人数 ： 207 名 

 

 

 

 

 

 


